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環境保全に対応する企業の経営行動
　　　一マーケティングを中心として一
Corporate　Marketing　Behavior　toward　Ecological　Preservation
三　　上　　富三郎
　Tomisaburo　Mikami
1．地球環境の危機と価値基準の転換
　本稿は，環境保全に対応する企業行動を，マーケティングに焦点を当てて論じようとするもの
である。このようなマーケティングを環境マーケティングという言葉であらわすことにするが，
最近ではグリーン・マーケティングという表現もとられるようになってきた。
　1．　EEからEEへの転換
　環境マーケティングを推進する基本的行動原理としてのコンセプトは，EEからEEへの転換
という概念でみることができる。つまり，経済効率至上主義（Economical　Efficiency）から，エ
コロジー，エントロピー（Ecology，　Entropy）への価値基準の転換の問題である。前者のEEで
ある経済性は最広i義に経済活動の合理性，すなわち「最小の犠牲による最大効果の達成，最小費
用による最大収益の獲得」という目的に対する達成度合をいい，より直戴には生産性・収益性と
して把握できる。
　このような経済性は、①資源・エネルギーは無限である，②環境破壊は考慮に入れない，つま
り環境破壊を企業の生産活動におけるコストとして加えないという前提の上に成り立っていた。
そして，このような経済性は“Mass”と“Bigness”を二大支柱としてきた。つまり，大量生産，
大量販売，大量消費というMassと，大規模生産，大規模販売というBignessである。とこ
ろが今や，かつての高度経済成長時代にもてはやされたこのMassとBignessが貴重な資源・
エネルギーの食い荒しの速度を速めるものとして，また，環境破壊を促進する元凶とみなされる
ようになってきた。そして地球環境を救うものとして，エコロジーとエントロピーの概念を経済
の分野にも導入する必要が生じてきたのである。
　2，　エコロジーとエコシステム
　エコロジー（ecology）は生態学と訳され，その語源は1866年ころ，ドイツの生物学老，エル
ンスト・ヘッケルによって創成された。エコロジーの世界はエコシステム（生態系）として把握
される。エコシステムは図一1にみられるように，植物（＝生産者），動物（＝消費者），微生物（＝
60 『明大商学論叢』第76巻第4号
　図一1　エコシステム
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分解者）が，土壌，水，大気などによる自然的環境との間にくり広げる相互作用から構成される
　　　　　　　　　　　（1）ひとつの自律系と認識される。
　今日，限りある多くの資源は無際限に持続できないような割合で消費されており，また物理的
環境の多くの面での収容能力は人間活動のこれ以上の増加を吸収するのに，その限度を越えてき
た。また，技術や’？・一一ケティングの進歩にかかわらず，社会全体としての生活の質を増大させる
可能性は乏しいという見方が強まってきた。環境的危機の予測からわかることは，予見できる未
来は深刻化し，早急に環境対応行動の改善を求める圧力が増大してきたのである。
　3．　エントロピー概念の導入
　エコロジーとならんでEE－→EE転換のもう一つの柱はエントロピーである。エントPピー
（entropy）は物理学でいう「熱力学の第二法則」でエントロピーの法則ともいわれる。それは
「外部と全く相互作用のない，つまり物質とエネルギーのやりとりのない孤立した系では，物質
とエネルギーは使用可能なものから使用不可能なものへ，利用可能なものから利用不可能なもの
へ，あるいは秩序化されたものから無秩序なものへと，一つの方向のみに変化し，決して元には
戻らない」という法則で，r覆水盆に返らず』という諺がよく表現しており，これを「不可逆的
進行」という。
　エントロピーはドイツの物理学者ルドルフ・クラウジウス（1822～88）によって開発された概
念で，彼は閉ざされた系のなかではエネルギー・レベルに違いがあれば，常に平衡状態へ向かう
ということを発見した。熱力学の第二法則は，エネルギーがある状態から別の状態へと変わるた
びに，将来，なんらかの仕事を行うのに必要な「使用可能なエネルギー」が失われてしまうので
ある。エントロピーとはこのことを指し，もはや仕事に変換することのできないエネルギーの量
（1）玉野井芳郎著『エコノミーとエコロジー』みすず書房，1978年，p．44。
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の度合なのである。したがって『エントロピーが増大する』ということは，使用不可能なエネル
ギーが増えるということを意味する。
　4．ポジの生産行程とネガの消費行程
　低エントロピーのエネルギーも人間が使えぽエントロピーは必ず増大して廃熱になり，物質も
やがては高エントロピーの廃物になるから，ボールディングの言う『宇宙船地球号』の経済は，
いつかは廃熱・廃物が累積して人間や生物は生きられなくなる。そこで，従来の経済学は見のが
していたが，人間の生産活動にはポジの生産行程と同時に，ネガの消費行程があることを無視し
てはならないのである。この関係は図一2に示す通りである。
図一2　ポジとネガの2つの行程
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　図の横軸の「インプット→ブラックボックス→アウトプット」の行程はポジ（positive）の生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）産行程であり，投入された原料・エネルギーが，いわぽブラックボックスとみなされる企業の中
ではオペレーションが行われた後，アウトプットの製品として産出されて市場に提供せられる。
これはまさに従来の経済学が関与したプロセスで，そこでのメルクマールは，Economical
Efficiency（経済効率）なのである。
　ところが，このポジのアウトプットである製品が産出されるという生産行程を「表」とするな
（2）ブラックボックス理論（Black　box　method）とは，入力（input）と出力（output）を媒介する
　過程は不問に付しておいて，入力と出力の対応のみを問題とする理論である。過程は不問に付してお
　いても，例えば出力の統制は可能なわけで，技術的・工学的発想から利用される理論構成の一つのモデ
　ルである（浜島・竹内・石川編『社会学小辞典』有斐閣刊，p．342）。
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らぽ，その「裏」には同時にエコロジー・エントロピーが支配する縦軸としてのネガの消費行程
が伴うことを否定できない。まさにコインの裏表の関係といってよい。ポジの生産行程が進行す
るということは，第一に原材料が加工されていき，製品になり，それはやがて消費されていくプ
ロセスなのであるから，原材料としての物質のエントロピーの増大過程である。また第二に，投
入されるエネルギーもそれが石油や石炭であろうと，また二次加工エネルギーとしての電力であ
ろうと，やはりエネルギーのエントロピー増大過程なのである。この裏のプロセスがネガ（nega・
tive）の消費行程であり，熱力学第二法則によって律せられるプPセスであるから，資源として
の地球の『絶対的富』の消耗過程であり，同時に環境の汚染と破壊の過程なのである。そして，
エントPピーの増大は併行してエコシステムの破壊につながる。図一2で示した縦軸に「スルー
。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）フット（throughput）」という言葉があるが，その典型的なものは「水」である。
　5．　持続可能性（持続可能な発展）
　環境マーケティングの基盤となるものとしてのEEからEEへの転換については以上で述べた
ところであるが，もう一つの基盤として登場してきたのが持続可能性の概念である。K，　E．ボー
ルディングがかつて「際限のない成長を信じているのは狂人か経済学者ぐらいだ」という名言を
はいたが，これはまさに持続可能性を突いた問題である。持続可能性（sustainability）の概念は
以前からいろいろと論ぜられてきた。19世紀から20世紀初頭にかけて漁業資源の乱獲競争への反
省から生まれた考え方に『最大維持可能漁獲i量一MSY（maximum　sustainable　yield）』があ
4）
る。また，これは本来は牧畜用語で，ある草地に適度の頭数の牛を入れて過放牧にならないよう
に上手に管理することで，つまり草地の面積のわりに多数の牛を入れると，草が駄目になってし
まうので，草地が一定の生産量を維持できるように放牧を行う，ということもいわれている。ま
た，林業経営における理念として最大伐採可能量（MAC－maximum　al1owable　cut）の考え方
も同様である。さらに，地球は生命を維持するのに限られた能力しか持っていないという最大扶
養能力（carrying　capacity）の概念もこれである。
　この持続可能性の概念をふまえて「持続可能な発展（sustainable　development一開発ではな
い）」が主張された。この言葉が最初に用いられたのは「環境と開発に関する世界委員会（通称：
ブルントラント委員会）」が1987年に発表した報告書においてである。この報告書では「人類は発
展を持続可能なものとする能力を有する。持続的発展とは，将来の世代が自らの欲求を充足する
能力を損なうことなく，今日の世代の欲求を満たすことである」としているが，やや抽象的な表
現である。この概念について適切な表現をしているのにK．ピーティ教授がある。すなわち「持
続可能性とは，資源の長期的存続を確保できるように，補充可能な割合でのみ資源を利用するこ
と，および環境の汚染吸収能力を超えないことを意味している。これまでの開発様式とは違って，
（3）　この問題については，玉野井芳郎著『生命系のエコノミー』（新評論社，1982）pp。88～91，および
　室田武著『エネルギーとエントロピーの経済学』（東経選書，1979）pp．42～49を参照した。
（4）加藤久和論文「持続可能な開発の概念」『環境研究』1989年，No．73。
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持続可能な開発とは，ある人々を他の人々の犠牲によって豊かにするのではなく，世界の生態系
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）の生産性と生存可能性を減少させることなく，また人々の自立能力を高めるような開発である。」
といっている。
皿．環境マーケティンゲ・システム
　環境マーケティング。システムは，そのサブシステムとして環境システム，関連システム，企
業内システムの3つがある。このうち企業内システムについては次節で述べる。全体の枠組みは
図一3に示すとおりである。
　1．環境システム
　ここでいう環境システムは，企業経営やマーケティングへの環境要請として地球，資源，社会
の3つの環境がある。第1の地球環境としては，地球の温暖化，オゾン層の破壊，酸性雨，砂漠
化，熱帯雨林の破壊，有害廃棄物，海洋汚染，野生生物の減少などがある。第2の資源環境とし
てはエネルギー問題，地下資源の枯渇，水資源の先き細り，森林・水産・農業資源での危機など
がある。第3の社会環境としては世界の人口増加，南北問題，高齢化社会の到来，過度の車社会，
浪費と貧困の背中合わせ，人エ・合成化のひずみ，科学技術の独走などがある。
　これら一連の環境要請は，地球の生態的危機，世界の経済的・社会的危機に対する重大な脅威
としてのしかかってきている。そして，この危機の回避や脅威の除去は，次のステップとしての
「選択の路線を規定する絶対的な価値志向」へと導くのである。
　2．　選択の路線を規定する絶対的な価値志向
　地球環境を中心とする環境要請は，54億の人類はもとより，地球上のあらゆる生物の存在を左
右するいまだかつて経験したことのない重大な脅威であり，プレッシャーである。この脅威に直
面して，人類は『未来をどう生きるか』の選択の路線を決めるための絶対的な価値志向に直面し
ている。r絶対的」というのは，人によって考え方が違うといった相対的な価値判断が許されな
N・という意味である。この価値志向は次のように展開される。
　①90年代の移行段階を目指して一勝負は21世紀であるが，1990年代というのは21世紀での
生死を分ける路線を決する10年間だという意味で極めて重要である。
　②21世紀の人類生存を目指して。
　③後に続く子孫への責任を目指して一今，この世に生きている人間だけが生きれぽよいわ
けではなく，子，孫，ひ孫と後に続く子孫のために健全な地球を残していく責任がある。
　④かけがえのない地球の保全を目指して。
（5）ヶン・ピーティ著，三上富三郎監訳『体系グリーンマーケティング』（同友館，1993年）p．77。
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　3，環境マーケティンヴの関連システム
　環境要請から発し，環境マーケティングの企業内システムに重大な影響を及ぼすと同時に，企
業からもリアクションを受けるという相関関係にある一群の事象を環境マーケティングの関連シ
ステムとしてとらえることができる。図一3のA～Gで示す7つである。
　（1）ライフスタイルーライフスタイルの変化は，環境危機意識に伴う生活様式の見直し，自
然・安全・健康・本モノ志向という一連の志向などがある。若い男女に流行している朝シャンは，
水資源やエネルギーの浪費であるから止めようとか，無農薬・有機農法の野菜を買って食品公害
から安全を守ろうとか，その他多方面にわたるライフスタイルの見直しが展開していく。
　（2）生活者運動一第2に生活者運動の高まりとしてネットワーキングやワーカーズコレク
ティブの発展，産直・反公害・住民運動の高揚などがある。ここで，ネットワーキングとは，共
通の価値観を持つ市民が地域や組識の違いや職業上の立場とかの制約を越えて，個人として結び
付いていくヨコ型情報社会への潮流で，いわぽ「草の根運動」である。ワーカーズコレクティブ
とは，働く者が所有し運営する企業で，個人の自主性と平等を尊重する意図から，出資を平等に
したり，職場を輪番制にして分業の弊害を避けるような形態が多い。
　（3）技術一第3に技術開発は持続可能な開発を基盤とし，クリーン・エネルギー，有害廃棄
物処理技術，フロン代替品の開発などが進展するであろう。前にも述べたように，ここで問題に
なるのは『持続可能な発展（Sustainable　Development）』の概念である。これに疑問をはさむ論
者は，“開発と環境保全は両立するか？”という問いである。持続可能という“Sustain”という
のは「ある水準を維持する」，「耐えられるかどうか」といった概念で，環境との関係では『自然
の復元力』以内で開発が収まることが必要であるが，果たしてそれが可能かという問題提起で，
まだ必ずしも結論は出ていないようである。
　（4）外部不経済一外部不経済（External　Diseconomy）は経済学でも古くより論ぜられてぎ
た。外部不経済とは，企業の行動が社会全体に与える不利益のことで，公害はその代表である。
社会的費用の概念に該当する。一般に企業は外部経済を可能な限り獲得し，逆に外部不経済を無
視しようとする。例えぽ自動車の社会的費用は本来は自動車の所有者や運転者が負担しなければ
ならぬ費用（交通事故，歩行者への脅威，排気ガスによる大気汚染，騒音公害などを費用計算する）を，
歩行者，住民，自治体などに転嫁して，自らは殆ど負担しないで車を利用しているときに，社会
全体が被る被害を費用として算出する場合のコストである。自動車の価格に自動車の社会的費用
に見合う額を賦課金の形で上乗せする制度ができれば，過度の車社会の弊害の是正が期待できる。1
地方自治体が負担しているゴミの収集・処理費用も大きな社会的費用である。
　（5）競争・協調一企業の環境対応行動は，競争社会や業界全体の対応態度とのカネ合いで決
する場合が少なくない。この場合，リーダー・カンパニーになるか，フォロワー・カンパニーと
して追随するかの意思決定は重要である。
　（6）公的機関一公的機関やマスコミが環境問題に果たす役割の重要性はますます高まってく
る。環境対応への我が国行政の姿勢は，硬直的な縦割り行政などに妨げられて，欧米諸国にくら
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べて遅れをとっているのは残念である。
　（7）グローバルな展開一最後にグローバルな国際的視野で，有名な『バルディーズの原則』
や一連の国際的取り決め，そして将来の問題としてのCO2国際排出権市場などが登場してくる。
CERES（環境責任経済連合）は，1985年，アメリカで社会的観点に立った投資を行おうとする投
資家，投資顧問会社が集まって『社会投資フォーラム』が結成され，このフォーラムを母体とし
て出来た連合である。The　Coalition　for　Environmentally　Responsible　Economiesで，
正確には「環境責任を持つ経済機構の連合」と称し，環境問題に大きな役割を果たしている。ま
た，バルディーズ原則（Valdez　Principle）は，　CERESが1989年9月に公開したもので，地球環
境を守る過程を示し，企業はこの原則に署名することによって環境を守ることを約束する。
　これらの関連システムはすべて企業の環境マーケティングに影響を及ぼし，その推進と強化を
求めて迫るものとなるであろう。
皿．環境マーケティンゲの展開
　　　一企業内システムー
　1．環境マーケティングの『6P』
　基本的な思考・理念であるコンセプトに基盤をおき，一面ではこれに伴う環境倫理・企業責任
からして，また他面では積極的なビジネス・チャンスとしてとらえるエコビジネスや企業イメー
ジの高揚を目指して，企業内システムとしての環境マーケティングが具体的に展開される。
　マーケティングを論ずる場合，アメリカのマッカーシー博士が最初に提唱したr4P』，すな
わちProduct（製品計画），　Price（価格政策），　Place（販売経路政策），　Promotion（広告，販促な
ど）は有名である。ところが環境マーケティングのマーケティング・ミックスとしては『6P』
が必要である。すなわち，
P－1　Product（製品，製品計画）
P－2　Packaging（包装，包装政策ノ
P－3　Price（価値，価格政策）
P－4　Place（チャネル，販売経路政策）
P－5　Promotion（広告，販促など）
P－6　Physical　Distribution（物的流通）
そして，この6Pとは別の次元で，オルターナティブ・マーケテnングの展開が要請される。
2．『6P』の展開
　（1）製品と環境問題一“P－1”
　環境保全のための製品計画の道筋は，省資源・省エネルギー製品の推進，使い捨てやニーズレ
ス製品の排除，製品のシンプル化，製品ライフサイクルの延伸，計画的陳腐化政策の見直し，エ
コマーク製品の充実などである。ここで，ニーズレス製品という名称は未だ市民権を得ていない
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かもしれないが，これは本来，消費者やユーザーにそのようなニーズがないにもかかわらず，企
業側で勝手にデッチ上げて製造・販売し，消費者にその購入，使用を誘導するような製品で，例
えば電機メーカーが発売した電気ゴマすり器のような製品である。また，使用後の廃棄段階でリ
サイクルに乗せやすい製品計画も必要である。
　（2）包装と環境問題一“P－2”
　製品と関連して包装も重要である。過大，過剰包装の追放，包装なしですまされるものは「ノ
ー包装化」へ，包装の簡易化，標準容器の推進，自然還元性の包装材料の使用などである。
　（3）価格と環境問題一“P－3”
　価格政策を環境マーケティングのP－3として位置づけたが，現実にはいろいろ困難な問題が
伴う。例えぽ・前に外部不経済のところで述べたような自動車による外部不経済としての社会的
費用を，自動車の価格に上乗せして高価格とすることによって需要を抑制し，過度の車社会の弊
害をコントロールする。また，環境保全にマイナスとなるような商品にはある種の物品税を課す
ことによって消費や生産を抑制することが考えられる。しかしこのような高価格は，法的措置が
伴わねば実現がむずかしいという問題がある。
　（4）チャネルと環境問題一“P－4”
　環境問題との関連でのチャネルは，その方向からしてフォーワード・チャネルとパックワード・
チャネルの2つの側面で捉える必要がある。メーカーがその製品を流通業者を通じて最終の消費
者へ送り届けるチャネル政策をフォーワード・チャネルという。この場合，メーカーの環境保全
に対するポリシーや行動計画をすべてのチャネル・メンバーに浸透させて，チャネルぐるみの環
境保全の協力体制を確立すること。
　もう一つのバックワード・チャネルはフォーワードとは反対に，消費老からメーカーの方向へ
という，主としてリサイクリングのチャネルで，業種や商品によっては一概には言えないが，こ
のようなパックワード・チャネルを整備，確立することである。
　（5）プロモーションと環境問題一“P－5”
　マーヶティングにおけるプPモーションの活動範囲は広いが，環境とのかかわりでは広告を中
心とする環境キャンペーンが主たるものとなる。最近わが国でも大企業を中心として，メディア
による環境広告がみられるようになってきた。しかし，最も大胆でショッキングな環境キャンペ
ーンとして注目されたのは，スウェーデンの自動車メーカーのボルボ社が1990年5月に日本の各
i新聞に出した全ページ広告である。この広告でボルボ社は，r私たちの製品は，公害と，騒音と，
廃棄物を生み出しています』という大きい見出しで，この現実を直視し，この現実を解決するた
めにボルボ社はどうしており，どうしようとしているかを訴えたキャンペーンで，迫力のあるも
のであった。
　（6）物的流通と環境問題　　“P－6”
　物的流通は，商品がメーカーの倉庫から発し，中間の流通業者の手を経て最終の消費者やユー
ザーに到着する間の物理的なモノとしての流通で，保管，荷扱い，輸送という一連の活動である。
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メーカーや問屋からの多頻度小量配送が，一時期には流通の効率を上げるための有効な手段と考
えられたが（生産段階におけるジャスト・イン・タイムと同様），今日では，それが道路の混雑，トラ
ックによる排ガスなどの車公害を著しく増大させ，環境に及ぼす悪影響が無視できなくなってぎ
たのである。そして，この多頻度小量配送という物流の見直しが要請されてきた。
　3．オルターナティブ・マーケティングの推進一一一一Alternative　marketing
　最後に環境との関連で欠くことのできないオルターナティブ・マーケティングについてふれる。
現代の先進工業国におけるマーケティングはビッグ・マーケティング（巨大マー一ヶティング）とし
てとらえざるをえない。それは巨大技術，巨大生産に対応したマーケティングとして成立したも
のである。
　このビッグ・マーケティングの役割は顕著で，経済発展へ大きく貢献してきた。しかし，ビッ
グ・マーヶティングはセルフ・アクセラレーションともいうべき自己加速の性格を持ち，その結
果「消費者へのニーズの適合」といいながら，実は真の消費者ニーズからはるかに先走り，飛び
越し，かけ離れたニーズを勝手にデッチあげ，逆にそのデッチあげたニーズに消費者を誘導し，
従わせようとする。そして，そのような製品開発をはじめとするマーケティングが，消費者利益
に貢献するどころか，逆にマイナスに作用する場面が到るところに現われてきたし，さらに資
源・エネルギー・環境との調和を考慮せず，結果として暴力的な環境破壊の一つの要因を形成し
てきたのである。薬潰け医療，合成添加物一杯の食品，そして前にも述べたニーズレス製品など
すべてこの例である。
　ビッグ・マーケティングのデメリットは修正されなけれぽならない。その大きな方向は以上で
述べた環境マーケティングなのであるが，これだけではまだ不充分である。そこに，「もう一つ
のマーケティング」としてのオルターナティブ・マーケティングの登場が要請される。そのアウ
トラインは図一4のごとくである。
　図でみられるように〈巨大技術〉〈巨大生産〉〈巨大マーケティング〉というビッグ・トライ
アングル（巨大三角形）から，〈もう一つの技術〉〈もう一つの生産〉＜もう一つのマーヶティン
グ〉というスモール・トライアングル（小さい三角形）への移行が要請される。
　ビッグ・マーケティングは巨大技術，巨大生産に対応するから，当然に巨大集中的であり『量3
志向的であり，したがって資源多消費型であり，開発優先型である。またその性格からして化学・
無機型であり，これらを総合すると公害型であり非人間的であり，ハードである。地域的には全
国的であり，相対する消費者はどちらかというと無自覚・依存型消費者である。これに対置する
オルターナティブ・マーケティングは，ビッグに対する“スモール・マーケティング”で，その
基盤は，中小（適性）分散的，r質』志向的，資源節約型，環境保全型，有機型，無公害型で，人
間的・ソフト的・地域的である。要約すれぽ“暖かく人間味あふれ，環境にソフトで，地域に根
ざした適正規模のマーケティング”である。
　このようなスモール・マーケティングは，かつては支配的な時代があったが，ビッグ・マーケ
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　漁卸’．・獄　’
ﾐ顯・＿　　澱』「’騨織・灘灘蹴職　舗　　　・
発　想　と　基　盤　の　転　換 欝騰一灘撫一＿　懸・綾1繍欄蝸刀A翻㍊撫灘　　，礁灘’
ビッグ・トライアングル
@　　　　馨，　　　　　℃｝卑
スモール・トライアングル
@　もう1つの@　　技術　　　AT　蕪k
q織
@罐羅・騰鍵・鯉　灘齢灘義
@　　羅藤
難
　　　巨大技術　r　｝
@灘　　　　熱養．　
瑞ｩ産誕。．麟。グ
@　　馨灘懸
??
①巨　大　集　申　的→申小（適正）分散的
A「量」　志　向　的→「質」　志　向　的
B資源多消費型→資源節約型
C開　発　優　先　型→環境保全型
D化学　・無二機型→生物・有機型
E公　　　害　　　型→無　公　害　型
F非　　人　　間　　的→人　　間　　的
Gハ　　　ー　　　ド→ソ　　フ　　　ト
H全　　　国　　　的→地　　域　　　的
I無自覚・依存型消費者→賢明・自立型消費者
?
もう1つの
@生産@AP
　　編@　　　裁　　　㍉　罪．’
??????????ー??ィ????????、??「「
襲臓瀧?????????
，難漁羅浄’轍蕪灘、難・藤翼
・職鱗譲鱒㈱ 靴　　，蝋　濃鮒
リフォーム（改革）
変化する環境・価値観・思想・運動
（???）
?????????????
??
70　　　　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第76巻第4号　　　　　　　　　　　　　（644）
ティングの成立に伴って駆逐され，または駆逐されようとしている。そこで，いま，再びスモー
ル・マーケティングを復活させる要請にせまられている。それは懐古的なリバイバルというより
は，“よそおいを新たにした形”での復活が望まれる。
N．環境マーケティンゲの課題
環境マーケティングの課題は多方面に及ぶが，ここでは次の6点にしぼってその展望を述べる。
　1．減速経済，減速成長の中での企業の生存・発展の課題
　持続可能な発展は，必然的にマクロでは減速経済，ミクロの企業レベルでは減速成長となるの
は避けられない。ここで「減速」とは従来のようなモノ（物質）を基盤とする無秩序で無制限な
成長は許されないということである。換言すれば，量的経済成長・量的企業成長から質的経済成
長・質的企業成長へのシフトが要請される。企業レベルでいうならば「レス・マテリアル，レス
・エナージー経営一Less・materia1，1ess・energy　management」の実現である。企業の生
産活動にインプットされる物質とエネルギーをより少なくして必要な利益をあげていく経営であ
る。
　企業であるからには利益をあげなくてはならない。問題はその利益のあげ方である。r売上高
を上げなけれぽ利益も出ない』という売上高第一一一一主義をやめて，r売上高主義の神話を捨てて必
要な利益を上げる』という適正利益主i義へ転換すべきである。
　そのためには，在来の製品計画の見直し，つまり省資源，省エネルギー製品の開発もそうだけ
れども，もう一つ，企業全体としてのレス・マテリァル，レス・エナージーを実現するためには，
インプットの面での物質。inネルギーを必要としない，いわぽノン・マテリアル，ノン・エナー
ジーによるアウトプットとしての製品・サービスの比重を高めることである。付加価値のプロセ
スにおけるデザイン価値，アイディア価値，文化価値，芸術価値，情報価値などは原則としてノ
ン・マテリアル，ノン・エナージーの価値であり，これらを市場に提供する製品・サービスによ
り多く賦与することによって，売上高第一主義から訣別して適正利益主義へ転換できる。
　2．　卜一タル・マーケティング・スループットにおける資源・エネルギーの最少化
　前項のレス・マテリアル，レス・エナージーは企業の経営単位期間である1年間を通じてトー
タルに実現されねぽならない。「より少ないインプットでより多くのアウトプットを」という一
般に生産性と呼ばれているのは，通常は製品1単位当たりの課題である。しかし，いくら製品単
位当たりの生産性が向上しても，その企業の年間を通してインプットされる資源やエネルギーの
絶対的総量が増加（正確には持続可能な発展の限界を越えて増加）したのでは，その企業は反環境的
なのである。そこで，1年間を通じて消費した物質（原材料などの資源）とエネルギーの原単位で
測定した総量を算定し，前年度と比較してコントロールする必要がある。
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3．『消費者ニーズ』の美名のもとにおける消費の多様化・高級化志向への企業の追随に
　　対する見直し
　成熟化社会に入り，消費者の可処分所得の増大に伴って，消費の多様化，個性化，高級化は消
費者のニーズであるから，企業としてもこのニーズに対応して提供する商品・サービスの多様化，
高級化を図るのは当然であるという論理が，きわめて常識的なものとして受け入れられてきた。
たしかに，このような論理によって製品・包装は多様化し，高級化し，サービスも同様の傾向で，
これが企業の売上増大に寄与したことも事実である。
　しかし，今や環境マーケティングの見地からしても，このような考え方は根本的に再検討する
必要に迫られている。現実に，果たして消費者はむやみに多様化し，高級化した商品を真に望ん
でいるのであろうか。結果として少なからぬ企業は，やたらに拡大した製品ラインや品種が売れ
残り，品種の縮小を余儀なくされている。商品の価値は基本品質にあるのだが，企業間の過当競
争は副次品質をやたらに強調し，その差別化をアッピールして製品ラインや品種の無秩序な拡大
の弊害に直面しており，環境マーケティングの視点から，製品計画の原点に立ち戻ることが要請
されるのである。
4．オルターナティブ・マーケティングの再評価
　前にも述ぺたオルターナティブ・マーケティングは，環境マーケティングの課題の一つとして
見落すことはできない。現代の巨大技術，巨大生産に対応する巨大マーケティングに対置して，
「もう一つのマーケティング」としてのオルターナティブ・マーケティングが再評価されねぽな
らない。
　例えぽ，鮮度加工された鰺（あじ）が3尾，プラスチック・トレイに乗せてラップされ，大量
陳列されているスーパーの食品売り場の販売をビッグ・マーケティングと呼ぶならぽ，これに対
置して，お客『今日はどんなお魚が入っていますか？』，魚屋さん『今日は近海モノの新鮮な鰯
（いわし）で，あぶらが乗っておいしいですよ』といった会話を通じて，バカリにかけて売るフ
レンドリーな街の小さい魚屋さんは，オルターナティブ・マーケティングである。八百屋さん，
豆腐屋さん，ベーカリーという小さいパン屋さんなどすべてそうである。
　このような店では，ビッグ・マーケティングである大手スーパーの売り方を真似しないほうが
よい。なぜならば，オルターナティブ・マーケティングは，ビッグ・マーケティングに対して
「スモール・r7一ケティング」であり，原則として地域生産，地域流通による地域密着型で，い
わゆる『環境にやさしい』マーケティングだからである。
　5．消費した後の『廃棄』への責任
　有形物としての製品は，生産され，販売され，それが購入されて消費された後は，大なり小な
り廃棄物（ゴミ）として廃棄される。ところが，産業廃棄物は別として，一般廃棄物については，
従来は企業は消費された後の廃棄にまでは責任を持たなかった。ところが，環境要請が厳格化し
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てくると，企業はその提供した製品が消費された後の廃棄にまで責任を持つことが要求されるよ
うになってきた。そして，その廃棄を経済の仕組みに組み入れ，そのための投資とコストを市場
原理の枠の中で消化・吸収することがベターであると認識されるようになってきた。このことは，
なにも企業にだけに課せられた責任ではなく，消費者にも責任があり，行政にも責任があるのは
当然のことである。
　まず第1に，廃棄物そのものを少しでも減らしていく努力が要請され，次いでそれでも発生す
る廃棄物を再使用（Reuse）ないし再資源化するためのリサイクリングを増強する。このそれぞ
れのプロセスにおける企業，消費者，行政体の役割が今後の課題として登場してくる。
　6．　『過当』とr過剰』の抑制
　過当は主として『過当競争』として現れ，製品差別化の行き過ぎはその典型である。必要以上
の付随的，アクセサリー的な機能を製品に盛り込んで差別化の競争手段とする。過剰はr過剰包
装』『過剰サービス』などでみられる。過剰包装はわが国は世界の中でも突出した過剰ぶりが指
摘されている。過剰サービスの中には，多頻度小量配送（前述のp－6）もそれであるし，電車中
での無用な過剰アナウンスなどもある。過当と過剰には相関関係がある。いずれにしても環境マ
ーケティングを推進する上でこの抑制はきわめて重要である。企業に期待されるところが最も大
きいが，同時に消費者サイドからの過当・過剰ボイコットの意識革命も必要であるし，また政府
によって適切な行政措置も要望される。
